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研究要旨 

 当該研究は、CBRNE テロの中でも特殊な範疇に分類される放射線 NR 分野における事

故やテロ対応に関係する国内外の指針、ガイドラン、関連する技術の開発の動向等の情

報を収集、分析し、効果的な医療対応研修制度の構築に寄与することを目的としている。

これまでに NR 事故・災害に関するマニュアル、ガイドライン等が国際機関や諸外国で

作成されているが、テロに特化したものはほとんどない。NR テロのみを対象にしたも

のはなかったが、多くの研修には NRテロの医療対応が含まれていた。頻度が少ない NR

テロに対する医療には、誤解や知識不足が多く、テロ・災害に対する関係機関の相互理

解、共通認識が必要である。このためには、放射線テロ対策として、放射線被ばくと放

射性物質による汚染、影響などの基礎的な内容はもとより、世界で過去に起きた事故の

情報分析を含む研修のさらなる充実を図ることが求められる。また、放射性物質による

内外汚染への対応は、感染症対策や化学物質や重金属による中毒と共通する部分が多

い。Personal protective equipment (PPE)を含む汚染と感染に対する防護、さらに体

内から放射性及化学物質や重金属の体外排出促進を含む中毒治療学などを NBCR 共通科

目とし、講義や実習を行う等系統的に研修を行うべきである。 

Ａ．研究目的 

 2019年の大阪G20とラグビーワールドカップ

2019 日本大会は、幸いにしてテロの発生はなく、

無事に終了した。大規模国際イベントである

2020 年東京オリンピックは、新型コロナウイル

ス(SARS-CoV-2)の流行による影響で、延期され

ることになったが、我が国におけるテロリズム

時の医療対策の強化は、オリンピックの有無に

関わらず依然として喫緊の課題である。CBRNE

テロ災害・マスギャザリングに関する公衆衛生

及び医療における対策につい て、国内外対応

能力の向上及び人材強化を行うために、国内外

の教育・研修の最新の政策的知見を集約し、政

策・実事例を分析し、その結果、効果的な医療

対応研修制度の構築に寄与することを目的と

する。 

Ｂ．研究方法 

 国内外の教育・研修の内容、構成等について

事例の分析を行う。また分析を基に、我が国に

おける対応能力の現状の課題と改善点を提案

する。 得られた現状の課題の改善のため、我

が国の健康危機管理対応に資する人材の強化 

に必要な事項（強化が必要な分野、人材に求め

られる能力、育成プログラム、育成後の受け皿

等）を検討する。 

（倫理面への配慮） 

すでに公表されている指針、ガイドライン、

20



マニュアル等あるいは、研修、講習、訓練、事

故報告等についての情報の取得、技術の開発の

動向等を収集、分析、提供することに関しては、

倫理面への配慮は必要ない。 

Ｃ．研究結果 

 【国際研修に関する情報の収集】 

国際研修に講師として参加し、放射線被ばくに

関する情報を収集した。 

(1) IAEA 国際原子力機関 （オーストリア）

WEBINAR on medical response to nuclear

and radiological safety or security

related emergencies: Lessons learned

from case studies. “Fukushima Daiichi

Accident” 2020 年 8月

(2) NPO法人（オランダ） IB Consultancy NCT

Virtual Asia（オンライン）, COVID-19:

Insights on an Epidemic Outbreak. 2020

年 11月

【国内の教育・研修に関する情報の収集】 

国内で行われた教育・研修に参加し、情報を分

析した。 

1) 特定非営利活動法人 NPO 等

(1) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推進機構

第 2回「消防職員のための CBRNE 災害と現

場の対応担当者養成講習会」一消防職 「放

射線テロ・放射線災害の動向と対策一消防

職員のための基礎知識一」2020年 7月

(2) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推進機構

第 3回消防職員等のための CBRNE 災害と現

場の対応担当者養成講習会 「消防職員及

び CBRNE 災害対策担当者等が知っておくべ

きこと-」2020年 11月

(3) 特定非営利活動法人 NBCR 対策推進機構

CBRNE 講習会 「放射線テロ・放射線災害

と医療対策」2020 年 12月

(4) 特定非営利活動法人災害医療 ACT 研究所

2020年度 災害医療従事者研修 「原子力

災害への対応の実際」2020 年 7月

2) 教育・学術関連

(1) 茨城県 医師会・薬剤師会による安定ヨウ

素剤の事前配布(薬局配布方式)に係る医師

及び薬剤師向け研修会 講師「「安定ヨウ素

剤について」 2020 年 8月

(2) 学校法人東日本国際大学国際シンポジウム、

「東日本大震災と原発事故からの 10 年」

被ばく医療初動から復興を展望して, 2020

年 10 月

(3) 国立研究開発機構法人量子科学技術研究開

発機構 人材育成センター 第 4 回防護健

康影響課程講師「被ばく事故例」2021 年 3

月

(4) 国立大学法人 長岡技術科学大学 原子力

安全フォーラム「原子力・放射線事故医療

の専門家として、過去の事故を振りかえ

る。」2021 年 1月

Ｄ．考察 

 国際機関、NPO、消防、警察、大学等が実

施した研修に参加した。我が国の従来の RN災

害やテロに対する医療対応の研修は、原子力施

設のある自治体に限定されていた。しかしなが

ら、今回参加した研修は、原子力施設の有無に

関係になく参加できる研修であり、このことは

重要である。放射線による災害は、どこの国で

も、どこの地域、自治体でも起こりうることを

考慮すれば、研修の在り方にも変化が起き、

first respondersには不可欠であるという考え

が、多くの自治体に浸透してきている。例えば、

千葉市消防学校を持つ千葉市、また千葉県には

原子力施設がない。この考えをよりひろめるこ

とは、重要である。 

 First responder である消防と警察そして医

療者にとって経験は重要であるが、放射線によ

る事故や災害は頻度が低く、世界中で起きた事

故情報を共有することは有用であり、そのため

にも更なる情報収集が求められる。 
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Ｅ．結論 

 放射性物質による体内汚染への対応は、感

染症対策のみならず化学物質や重金属による

中毒と共通する部分が多い。Personal 

protective equipment (PPE)を含む汚染と感染

に対する防護学、体内から放射性及化学物質や

重金属の対外排せつを含む中毒治療学などの

くくりで講義や実習を行うなど、テロ対応医療

者に共通項目として系統的な研修が求められ

る。さらに放射線テロ対策としての薬剤の備蓄、

事象発生時の特定医療機関の役割、病院前医療

体制の整備、研修の充実が図られるべきである。 

同時に科学的な知識や事実を押し付けるの

ではなく、理解促すような教育が誤解や偏見の

防止につながることも研修に含めるべきであ

る。 

Ｆ．健康危険情報 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得：なし。

2. 実用新案登録：なし。

3.その他：なし。
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